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セグメント情報 
 

１．事業の種類別セグメント情報 

当中間期（自 平成15年４月１日 至 平成15年９月30日） （単位：百万円）

 情 報 機 器 
事 業 

光 学 機 器 
事 業 

そ の 他 の 
事 業 計 消 去 又 は 

全 社 連 結 

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 194,635 68,218 317 263,170 － 263,170 

(2）セグメント間の内部売上高 
又は振替高 86 481 2,760 3,328 (3,328) － 

計 194,721 68,699 3,077 266,499 (3,328) 263,170 

営業費用 178,273 69,818 2,845 250,936 (3,449) 247,487 

営業利益（△営業損失） 16,448 △1,118 232 15,562 120 15,682 

 

前年中間期（自 平成14年４月１日 至 平成14年９月30日） （単位：百万円）

 情 報 機 器 
事 業 

光 学 機 器 
事 業 

そ の 他 の 
事 業 計 消 去 又 は 

全 社 連 結 

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 186,658 56,800 12,166 255,624 － 255,624 

(2）セグメント間の内部売上高 
又は振替高 73 144 3,486 3,703 (3,703) － 

計 186,731 56,944 15,652 259,328 (3,703) 255,624 

営業費用 174,166 56,762 15,367 246,296 (3,670) 242,626 

営業利益 12,565 181 284 13,031 (33) 12,998 

 

前  期（自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日）  
（単位：百万円）

 情 報 機 器 
事 業 

光 学 機 器 
事 業 

そ の 他 の 
事 業 計 消 去 又 は 

全 社 連 結 

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 389,935 114,040 24,178 528,154 － 528,154 

(2) セグメント間の内部売上高 
又は振替高 164 465 8,120 8,749 (8,749) － 

計 390,099 114,505 32,299 536,903 (8,749) 528,154 

営業費用 360,147 111,297 31,271 502,715 (8,944) 493,771 

営業利益 29,952 3,208 1,027 34,188 194 34,382 

 （注）１．事業区分の方法 

 事業区分の決定にあたっては、使用目的の類似性、製造過程・方法の類似性及び市場・販売方法の類似

性等を勘案し、情報機器と光学機器の製品系列別事業区分とした。また、これらの製品系列に含まれない

製品群を、その他の事業として表示した。 

２．各事業区分に属する主要な製品の名称 

 事 業 区 分 主 要 な 製 品 名 

 情報機器事業 複写機、プリンタ 

 光学機器事業 カメラ、レンズ、計測機器 

 その他の事業 上記製品群に含まれないもの 
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３．事業区分の変更 

当中間期より、コニカ株式会社との経営統合に備え、より適切な事業損益を把握するため、
連結子会社の属する管理事業区分の見直しを行った。 
従来の事業区分によった場合の事業の種類別セグメント情報は下記のとおりである。 

 当中間期（自 平成15年４月１日 至 平成15年９月30日） （単位：百万円）

 
 情報機器 

事 業 
光学機器 
事 業 

その他の 
事 業 計 消去又は 

全 社 連 結 

 売上高       

 (1) 外部顧客に対する売上高 193,930 58,865 10,372 263,168 － 263,170 

 (2) 
 
セグメント間の内部売上高 
又は振替高 51 749 5,077 5,879 (5,879) － 

 計 193,982 59,615 15,450 269,048 (5,879) 263,170 

 営業費用 177,479 60,927 15,088 253,495 (6,007) 247,487 

 営業利益(△営業損失) 16,502 △1,312 362 15,552 130 15,682 

 

 

 

２．所在地別セグメント情報 

当中間期（自 平成15年４月１日 至 平成15年９月30日）  
（単位：百万円）

 日 本 北 米 欧 州 その他の
地 域 計 消去又は

全 社 連 結 

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 86,420 75,591 84,277 16,880 263,170 － 263,170 

(2）セグメント間の内部売上高 
又は振替高 92,053 1,478 649 45,013 139,194 (139,194) － 

計 178,474 77,070 84,926 61,893 402,365 (139,194) 263,170 

営業費用 167,186 75,335 83,453 60,762 386,737 (139,249) 247,487 

営業利益 11,288 1,734 1,473 1,131 15,627 55 15,682 

 

前年中間期（自 平成14年４月１日 至 平成14年９月30日）  
（単位：百万円）

 日 本 北 米 欧 州 その他の
地 域 計 消去又は

全 社 連 結 

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 83,577 81,686 73,668 16,693 255,624 － 255,624 

(2）セグメント間の内部売上高 
又は振替高 85,430 2,040 893 49,873 138,238 (138,238) － 

計 169,007 83,726 74,562 66,566 393,862 (138,238) 255,624 

営業費用 157,896 82,481 74,314 65,202 379,895 (137,268) 242,626 

営業利益 11,111 1,245 247 1,363 13,967 (969) 12,998 

 



 

－  － 
 

17

 前  期（自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日）  
（単位：百万円）

 日 本 北 米 欧 州 その他の
地 域 計 消去又は

全 社 連 結 

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 168,345 163,592 162,872 33,344 528,154 － 528,154 

(2) セグメント間の内部売上高
又は振替高 174,684 4,115 1,810 98,232 278,843 (278,843) － 

計 343,030 167,707 164,682 131,577 806,997 (278,843) 528,154 

営業費用 317,452 163,786 160,783 128,719 770,740 (276,968) 493,771 

営業利益 25,577 3,921 3,899 2,857 36,256 (1,874) 34,382 

（注）１．地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は、次のとおりである。 

(1) 北米………米国、カナダ 

(2) 欧州………ドイツ、フランス、英国等の欧州諸国 

(3) その他の地域………上記(1)(2)以外の地域 

 

 

３．海外売上高 

当中間期（自 平成15年４月１日 至 平成15年９月30日） （単位：百万円）

  北 米 欧 州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高 87,706 97,411 32,327 217,445 

Ⅱ 連結売上高    263,170 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合 33.3％ 37.0％ 12.3％ 82.6％ 

 

前年中間期（自 平成14年４月１日 至 平成14年９月30日） （単位：百万円）

  北 米 欧 州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高 95,033 85,712 30,340 211,086 

Ⅱ 連結売上高    255,624 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合 37.2％ 33.5％ 11.9％ 82.6％ 

 

前  期（自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日） （単位：百万円）

  北 米 欧 州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高 188,982 186,821 62,374 438,178 

Ⅱ 連結売上高    528,154 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合 35.8％ 35.4％ 11.8％ 83.0％ 

 （注）１．地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２．各区分に属する地域の内訳は、次のとおりである。 

(1) 北米………米国、カナダ 

(2) 欧州………ドイツ、フランス、英国等の欧州諸国 

(3) その他の地域………上記(1)(2)以外の地域 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

 

 

mieko
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有 価 証 券 

当中間期 （平成15年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円） 

 取 得 原 価 中間連結貸借対照表 
計 上 額 差 額 

(1) 株式 10,640 14,639 3,998 
(2) 債券 1 1 － 

(3) その他 100 100 － 

合計 10,742 14,741 3,998 

 

２．時価のない主な有価証券の内容 （単位：百万円）

区   分 種     類 中間連結貸借対照表計上額 

そ の 他 有 価 証 券 非上場株式（店頭売買株式を除く） 1,250 

 中期国債ファンド 4 

子会社株式及び関連会社株式 子会社株式 284 

 関連会社株式 2,534 

 

前年中間期 （平成14年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円） 

 取 得 原 価 中間連結貸借対照表 
計 上 額 差 額 

(1) 株式 20,862 18,506 △2,356 
(2) 債券 1 1 0 

(3) その他 439 435 △4 

合計 21,303 18,942 △2,361 

 

２．時価のない主な有価証券の内容 （単位：百万円）

区   分 種     類 中間連結貸借対照表計上額 

そ の 他 有 価 証 券 非上場株式（店頭売買株式を除く） 865 

 中期国債ファンド 3 

子会社株式及び関連会社株式 子会社株式 384 

 関連会社株式 2,368 

 

前  期 （平成15年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円） 

 取 得 原 価 連 結 貸 借 対 照 表 
計 上 額 差 額 

(1) 株式 14,801 14,234 △566 
(2) 債券 1 1 0 

(3) その他 458 453 △5 

合計 15,261 14,689 △571 

 

２．時価のない主な有価証券の内容 （単位：百万円）

区   分 種     類 連結貸借対照表計上額 

そ の 他 有 価 証 券 非上場株式（店頭売買株式を除く） 1,361 

 中期国債ファンド 5 

子会社株式及び関連会社株式 子会社株式 306 
 関連会社株式 2,448 
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生産、受注及び販売の状況 
１．生産実績 

 当中間期における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 
  （単位：百万円） 

当  中  間  期 
（自 平成15年４月１日 至 平成15年９月30日） 

 
種 別 

金      額 前年同期比（％） 

複写機 79,434 △8.3 

プリンタ 43,022 18.7 情報機器事業 

小計 122,456 △0.3 

カメラ 51,757 26.4 

光システム 9,390 106.7 

計測機器 4,118 65.4 
光学機器事業 

小計 65,267 36.0 

その他の事業 277 △97.7 

合  計 188,001 2.7 

 （注）１．上記の金額は、消費税を含まない製造者販売金額である。 

２．上記の金額には製品仕入実績が含まれている。 

 

２．受注状況 

 当社グループは見込生産を主体としているため、受注状況の記載を省略している。 

 

３．販売実績 

 当中間期における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 
  （単位：百万円） 

当  中  間  期 
（自 平成15年４月１日 至 平成15年９月30日） 

 
種 別 

金      額 前年同期比（％） 

複写機 149,008 5.2 

プリンタ 45,626 1.4 情報機器事業 

小計 194,635 4.3 

カメラ 54,188 12.9 

光システム 9,114 99.9 

計測機器 4,915 15.8 
光学機器事業 

小計 68,218 20.1 

その他の事業 317 △97.4 

合  計 263,170 3.0 

 （注） 上記の金額は、消費税を含まない金額である。 
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重要な後発事象 

会社分割及び合併 

当社は、平成15年８月25日の臨時株主総会の承認に基づき、平成15年10月１日に全事業部門の会社分割及びコニ
カミノルタホールディングス株式会社への吸収合併を行った。 
情報機器事業はコニカビジネステクノロジーズ株式会社（現コニカミノルタビジネステクノロジーズ株式会社）
へ、光学機器カンパニー光システム機器事業（ＰＬＺＴシャッター事業は除く）はコニカオプト株式会社（現コ
ニカミノルタオプト株式会社）へ、光学機器カンパニーカメラ事業はミノルタカメラ株式会社（現コニカミノル
タカメラ株式会社）へ、光学機器カンパニー光システム機器事業のうちＰＬＺＴシャッター事業はコニカフォト
イメージング株式会社（現コニカミノルタフォトイメージング株式会社）へ、計測機器事業はミノルタセンシン
グ株式会社（現コニカミノルタセンシング株式会社）へ、画像情報技術センターと知的財産部とデザイン部の各
事業はコニカテクノロジーセンター株式会社（現コニカミノルタテクノロジーセンター株式会社）へ、ビジネス
エキスパート本部に関わる事業はコニカビジネスエキスパート株式会社（現コニカミノルタビジネスエキスパー
ト株式会社）へ各々吸収分割（物的分割）の方法により承継された。 
なお、分割後当社のコニカミノルタホールディングス株式会社への吸収合併は、商法第４１３条の３に基づく簡
易合併である。 

 
 

 


	セグメント情報
	1.事業の種類別セグメント情報
	2.所在地別セグメント情報
	3.海外売上高

	有価証券
	生産、受注及び販売の状況
	重要な後発事象



